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第１章 

データヘルス計画策定の背景 

我が国では、生活水準や保健・医療の進歩等により、平均寿命が伸びています。しかしながら、急速に高齢

化が進む中、生活習慣病等が増加しており、医療費や介護給付費等の社会保障費の増大が懸念されていま

す。 

近年、特定健康診査（以下、「特定健診」という。）・特定保健指導の実施（義務化）や診療報酬明細書（以

下、「レセプト」という。）の電子化の進展、国保データベースシステム（以下、「KDBシステム」という。）等の整備

により、保険者が健康や医療に関する情報を活用して被保険者の健康課題の分析、保健事業の評価等を行う

ための基盤の整備が進められています。 

こうした中、「日本再興戦略（平成 25年 6月 14日閣議決定）」においては、『すべての健康保険組合に対

し、特定健診やレセプト等のデータの分析、それに基づく加入者の健康保持増進のための事業計画として、

「保健事業実施計画（以下、「データヘルス計画」という。）」の作成・公表、事業実施、評価等の取り組みを求め

るとともに、市町村国保が同様の取り組みを行うことを推奨する。』とされ、保険者はレセプト等を活用した保健

事業を推進することとされました。 

これまでも、保険者においては健康情報や統計資料等を活用することにより、「特定健康診査等実施計画」

の策定や見直し、その他の保健事業を実施してきたところであるが、今後はさらなる被保険者の健康保持増進

に努めるため、保有しているデータを蓄積・活用しながら、被保険者をリスク別に分けてターゲットを絞った保健

事業の展開や、ポピュレーションアプローチから重症化予防まで網羅的に保健事業を進めていくことが求めら

れています。 

こうした背景を踏まえ、国は、国民健康保険法（昭和 33年法律第 192号）第 82条第 4項の規定に基づき

厚生労働大臣が定める国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（平成 16年厚生労働省告

示第 307号。以下、「保健事業実施指針」という。）の一部を改正し、保険者は健康・医療情報を活用して

PDCAサイクル（「Plan（計画） → Do（実行） → Check（評価） → Act（改善）」の繰り返し）に沿った効果的か

つ効率的な保健事業の実施を図るためのデータヘルス計画を策定したうえで、保健事業の実施・評価を行うよ

う指導しています。 

京都市食品国民健康保険組合（以下、「当組合」という。）では、生活習慣病の発症予防や重症化予防をは

じめとする被保険者の健康保持・増進を図ることを目的に、平成 30年 3月に第２期データヘルス計画を策定

し、保健事業の実施および評価を行っています。 

第２期データヘルス計画の計画期間は、令和 5年度までであり、データヘルス計画の評価・見直しの時期と

なることから、データヘルス計画を改訂し、引き続き被保険者の健康保持増進を図る保健事業の実施・評価、

改善を行っていきます。 
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1) データヘルス計画策定の目的 

本計画は、当組合の保有する特定健診等の結果やレセプト等の情報を活用・分析し、健康課題を明

確にしたうえで、被保険者の疾病予防、健康の保持増進などのより一層の成果向上を目的として策定

する計画となります。 

 

2) データヘルス計画の位置づけ 

本計画は、保健事業実施指針に基づき、当組合の保健事業活動を総合的に進めていく基礎的な指針

と位置づけ、その他関連する計画・ガイドラインに示された基本方針を踏まえるとともに、その評価

指標を用いるなど、それぞれの計画との整合性を図るものとします。 

なお、「特定健康診査等実施計画」は保健事業の中核をなす特定健康診査・特定保健指導の具体的

な実施方法を定めるものであることから、今後、データヘルス計画と相互に連帯して策定することと

します。 

 

3) 計画期間 

本計画の期間については、関係する計画との整合性を図るため、保健事業実施指針第 4の 5「計画

期間、他の計画との関係等」において、『特定健康診査等実施計画や健康増進計画との整合性を踏ま

え、複数年とすること』とされていることから、医療費適正化計画等が 6年一期に見直されたことを

踏まえ、計画期間は 2024 年度（令和 6年度）から 2029年度（令和 11年度）までの期間とします。

また、2024年度（令和 6年度）から 2026年度（令和 8年度）を前期、2027 年度（令和 9年度）から

2029 年度（令和 11年度）を後期に区分けし、前期終了時に中間報告を実施することとします。 

なお、今後の国の法改正や指針の見直し、社会情勢等の変化、計画目標の達成状況を考慮し、必要に

あわせて計画の見直しを行うものとします。 
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第 2章 京都市食品衛生国民健康保険組合の現状 

 

1 保険者の特性について（令和 5年 10月 1日現在） 

（1）認可地区 

京都府 京都市 宇治市 向日市 長岡京市 亀岡市 八幡市 城陽市 

滋賀県 大津市 

大阪府 枚方市 

 

（2）業態 

組合員は、次の事業に従事する者で当組合の所属団体に加入している者とする。 

① 旅館 

② 菓子及びパン 

③ 牛乳の搾取、処理及び販売 

④ 食肉の販売及び食肉製品の製造並びに販売 

⑤ 豆腐及びこんにゃくの製造並びに販売 

⑥ 惣菜及び魚菜の調理並びに販売 

⑦ 青果物類の販売 

⑧ 魚介類の販売及び水産食料品の製造並びに販売 

⑨ めん類の製造及び販売 

⑩ 氷雪の製造及び販売 

⑪ 清涼飲料水の製造及び販売 

⑫ 食品添加物の製造及び販売 

⑬ 砂糖の販売 

 

（3）事業所数 ： ２０２ 

 

2 被保険者の特性について（令和 5年 10月 1日現在） 

当組合の被保険者数は年々減少傾向にあり、令和２年度の１，４０１人に対して令和５年度は１，０１７人と

３年間で２７．４％減少した。（図２－２参照） 

年齢階層別被保険者数では、２０歳代以下の層が最も多く、次いで６０歳代、５０歳代が多くなっている。

男女別被保険者数割合では、男性が５２．８％、女性が４７．２％と男性の割合が女性よりも高くなっている。

（図２－１参照） 

組合員と家族の男女別被保険者数割合では、組合員は男が概ね８０％と割合が高く、家族は女が概ね７

０％と割合が高くなっている。（図２－３、図２－４参照） 

（1）被保険者数 ： ９６２名 

（2）男女別人数 ： 男性 ５０８名（５2．８％） ／ 女性 ４５４名（４７．２％） 

（３）平均年齢 ： ４５．８歳 

（４）年齢階級別被保険者数   
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 【図２－１．男女別被保険者数割合】 

 
 

 【図２－２．組合員・家族別被保険者推移（令和２年度～令和５年度）】 
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 【図２－３．組合員男女別被保険者推移（令和２年度～令和５年度）】 

 

 

 【図２－４．家族男女別被保険者推移（令和２年度～令和５年度）】 
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3 前期計画に係る考察 

【事業名： 特定健康診査   】   

事業目的：特定健康診査の受診率向上をはかり、メタボリックシンドロームや予備群を減少させ生活習慣

病を予防し、総医療費を抑制する。 

事業内容：40歳から 74歳の被保険者に対して受診勧奨を行い、健診内容は、特定健診・半日人間ドック・

ミニドックから選択して受診する。 

パンフレット類や受診に関する勧奨は、年度当初(4月)に受診券と共に送付している。 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 経年変化（実績） 総合

評価

※ 

H29 

年度 
 

H30 

年度 

R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

・受診率 

630 受診者 539 538 376 387 387 実施中 

Ｂ 

1035 対象者 938 891 746 676 658 実施中 

60.9％ 実績 57.5％ 60.4％ 50.4％ 57.2％ 58.8％ 実施中 

70％ 目標値 70％ 70％ 70％ 60％ 63％ 65％ 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト 

・特定健診対象

者への通知率 

100％ 実績 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

100％ 目標値 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

プ
ロ
セ
ス 

・毎年 4月に特定健診対象者のエクセルを作成し、受診者・未受診者を抽出した。 

・パンフレット類、受診に関する勧奨は、年度当初に受診券と共に対象者全員に送付した。 

・ホームページにも健診受診に関する案内や、人間ドックのキャンペーン等を掲載した。 

・毎年 9月頃に再度、受診勧奨の案内を事業所に送付した。 

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ

ー 

・未受診者へのアプローチは窓口においても職員が勧奨を行った。 

・予算を確保できた。 

事
業
全
体
の
評
価 

・毎年、一部の医療機関の人間ドックのコースに期間限定でキャンペーンとして無料の検査を取

り入れており、取り組みについては被保険者から満足の声もよく聞く。また、被保険者の予定を

組みやすくすることを考慮し、キャンペーンの内容の告知は、前年度の１月頃に行っている。 

・パンフレット類や受診に関する勧奨は、年度当初の 4月に受診券を送付する者に対して行って

いる。 

・4 年度に長年未受診者(過去 3 年連続未受診者)へのアプローチを行ったが、対象 202 名中受診

者が 5名で、費用対効果が得られなかった。 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・健診機関と協力し、現状以上の健診メニューを作り受診率向上をはかる。 

・財政安定化のため、今後の一部負担金の引き上げについては、受診者の理解を求めるように

慎重に行う。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【事業名： 特定保健指導   】   

事業目的：特定保健指導の利用率の向上をはかり、特定保健指導の対象者を減少させ生活習慣病を予防

し、総医療費の抑制をはかる。 

事業内容：アウトソーシングにより、対象者に利用勧奨(電話勧奨)を実施。人間ドック受診での対象者に

ついては、一部の健診機関で健診日当日に利用勧奨を積極的に行う。 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 経年変化（実績） 総合

評価

※ 

H29 

年度 
 

H30 

年度 

R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

・保健指導の 

実施率 

6 利用者 4 20 3 3 3 実施中 

Ｃ 

100 対象者 92 82 66 66 59 実施中 

6％ 実績 4.3％ 24.4％ 4.5％ 4.5％ 5.1％ 実施中 

20％ 目標値 20％ 23％ 25％ 28％ 30％ 20％ 

ア
ウ
ト

プ
ッ
ト 

・保健指導の 

利用勧奨者数 

100％ 実績 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 実施中 

100％ 目標値 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

プ
ロ
セ
ス 

・毎年 4 月に特定健診対象者エクセルを作成し、健診受診者済みで指導対象者を管理し

た。 

・国保連合会の特定健診データ管理システムより、階層化された者のなかで、質問票の「指

導をうける意思有」の者を抽出して利用券を送付した。 

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

・委託業者が利用勧奨(電話勧奨)を行った。 

・健診機関が利用勧奨を行った。 

事
業
全
体
の
評
価 

・即時階層化のできる設備のある機関の協力を得て、健診受診後に積極的に利用勧奨を行うこと

ができ、参加者が増えた。 

・令和 1年度は利用勧奨（電話勧奨）を外部委託し該当者にアプローチをかけてもらい実施率が

向上した。 

・令和 2年度以降はコロナ禍により、委託による利用勧奨を行っていないため実施率が低下した。 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・外部委託による利用勧奨を継続して行いたい。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【事業名： 糖尿病重症化予防  】 

事業目的： 特定健診の結果から、糖尿病で治療が必要な人を適切に治療につなげ、重症化を防ぐ。 

事業内容： 未治療者の対象者は、KDBから健診結果で、空腹時血糖(mg/dl)126以上、HbA1c(％)6.5以

上、随時血糖(mg/dl)200以上の何れかに該当する者で、糖尿病で通院をしていない者を抽出

する。中断者の対象者は、国保連合会に委託し、国保連合会のシステムから糖尿病治療薬剤

名等で、過去に治療していたが直近 6ヶ月以上受診歴のない者を抽出する。対象者には「京

都府糖尿病性腎症重症化予防連絡票」と啓発リーフレットを送付し、連絡票の返信の無い者

は電話にてフォローする。 

評価

項目 
評価指標 

経年変化（実績） 総合

評価

※ 

 R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

・通知者の受診率 

実績(未) 30％ 7.6％ 14.2％ 0％ 実施中 

Ｂ 

実績(中) 100％ なし なし なし 実施中 

目標(未) 50％ 55％ 57％ 60％ 50％ 

目標(中) 50％ 55％ 57％ 60％ 50％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・対象者への通知率 

実績(未・中) 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

目標(未・中) 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

プ
ロ
セ
ス 

・対象者の選定基準を明確にし、対象者を適切に抽出できた。 

・勧奨方法の内容は適切であった。  

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

・現在、対象者の抽出数が少ないため、抽出者全てを対象者として事業実施できている。 

事
業
全
体
の
評
価 

・R1年度から取組を開催した。 

・国保連合会の支援・評価委員会及び職員の方から助言をいただくことにより、事業内容の理

解が深まった。事務職でできる事業内容の助言もいただき、スムーズに取り組むことができた。 

・連絡票の返信がない場合は、医療機関の受診状況を電話で確認し、受診勧奨をしているが、な

かなか受診してもらえないのが現状である。 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・医療機関受診者の検査値の改善状況を確認し、取り組みが糖尿病重症化予防につながってい

るかを評価することも必要と考える。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【事業名： インフルエンザ予防接種事業  】 

事業目的：ウィルスの感染予防や感染後の重症化を防止し、総医療費の抑制をはかる。 

事業内容：被保険者全員を対象に、年度内 1人 1回上限 2,000円までの助成を行う。但し、特定健診対象

世帯は、健診を受診された世帯に限る。 

 

評価

項目 
評価指標 

経年変化（実績） 

H30 

年度 

R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・接種率 

接種者数 231 248 196 153 150 実施中 

平均被保険者数 1,557 1,441 1,262 1,096 1,031 実施中 

接種割合 14.8% 17.2% 15.5% 14% 14.5% 実施中 

プ
ロ
セ
ス 

・毎年 9月にインルエンザ予防に関するパンフレットと申請書を事業主世帯に送付した。 

・ホームページにもインフルエンザ予防接種費用助成の案内、申請書を掲載した。 

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

・毎年 10月～翌年 2月末日を申請期間として実施し、事業担当者が申請者をエクセルで管理した。 

事
業
全
体
の
評
価 

・事業の目的として重症化を予防し医療費の抑制をはかってきたが、重症化の予防や医療費の抑制

の効果検証は困難であるため、評価指標としての設定は適切ではなかった。 

・接種率は横ばいで推移しており、接種者の大半は、毎年繰り返して接種されている傾向がある。 

・事業の周知方法が課題と思われる。 

・特定健診対象世帯は、健診を受診された世帯に限ることとしているため、特定健診受診率の向上

にもつながっている。 

 

 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・ホームページに、接種費用助成の案内を掲載しているが、案内の送付は事業主世帯に行っている

ため、従業員へ周知されていないケースがある。今後、従業員世帯への周知方法も検討する。 

・事業評価の指標については検討が必要である。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【事業名： 後発医薬品差額通知  】   

事業目的：後発医薬品の利用促進により、被保険者の調剤自己負担額の軽減、総医療費の削減及び適正化

をはかる。 

事業内容：後発医薬品に切り替えた際の差額を記載した差額通知書を、対象の被保険者に送付する。差額

通知書の作成は年 4回、国保連合会に委託している。 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 経年変化（実績） 総合

評価

※ 

H29 

年度 
 

H30 

年度 

R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

・普及率を前年

度比 5％アップ

する。 

66.5％ 実績 66.4％ 66.1％ 73.2％ 71.1％ 80.5％ 実施中 

Ａ 

70％ 目標値 70％ 70％ 80％ 80％ 80％ 80％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・差額通知数

(送付時に資格

喪失している被

保険者は除く) 

380 送付数 285 257 211 163 136 実施中 

100% 実績 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

プ
ロ
セ
ス 

・差額通知書による切り替え状況を把握した。 

・後発医薬品利用促進希望カードやシール、普及促進のリーフレット等を配布した。 

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

・予算やマンパワーに見合った対象者の抽出や取組を行った。 

事
業
全
体
の
評
価 

・R4 年度は目標達成ができた。H30 年度と比較すると 66.4％から 80.5％と 14％以上増加し、効

果があったと思われる。 

・手に取って差額通知書を見てもらえるようにと、ジェネリック医薬品普及啓発のハンドジェル

を透明の封筒に入れて送付する等、送付時の工夫を行った効果があったように思われる。 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・保険者が行える利用促進には限度があり、医師の協力が必要と考える。 

・送付時の工夫は今後も必要と考える。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【事業名： 重複服薬通知事業  】   

事業目的：副作用や中毒の恐れのある重複処方の受診者に対し通知を行い、適切な受診や服薬を促し健康

上の悪影響を防ぐことにより、医療費の抑制をはかる。 

事業内容：同一月に 2以上の医療機関から、同一薬効の医薬品を 2か月連続して処方されている被保険者

を対象に実施する。対象者の抽出は、国保連合会に委託している。 

評価

項目 
評価指標 

経年変化（実績） 総合

評価

※ 

 R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

・FAX送信票の返信率 

実績 1 なし なし なし 

Ａ 

割合 100％ なし なし なし 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・対象者への通知率 

送付数 1 なし なし なし 

割合 100％ なし なし なし 

プ
ロ
セ
ス 

・通知後～3か月後に返信がない場合は電話にてフォローした。 

 

ス
ト
ラ
ク

チ
ャ
ー 

・対象者の受診及び服薬状況等は担当者がレセプトで確認した。 

事
業
全
体
の
評
価 

・R2年度から取組を開始した。 

・医療機関への照会も行い受診状況を確認する等、連携をはかった。結果、重複投薬が改善され

た。 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・実績が 1件のみで、対象者が 3年連続いないこともあるので、引き続きこの形で継続する。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【事業名： 郵送検診  】   

事業目的：誰でも簡単に検査できる検診を行い、疾病の早期発見や総医療費の抑制をはかる。 

事業内容：検査内容、対象者については、年度毎に見直しを行っている。 

評価

項目 
評価指標 

経年変化（実績） 総合

評価

※ 

 H30 

年度 

R1 

年度 

R2 

年度 

R3 

年度 

R4 

年度 

R5 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

・対象者の提出率 

(R2 年度はｾﾙﾌﾁｪｯｶｰ

のため) 

検査項目 歯周病 
胃がん 

(ﾋﾟﾛﾘ菌) 
乳癌 未実施 歯周病 大腸癌 

Ｂ 

受診数 180 31 なし 未実施 99 実施中 

実績 48.1% 96.9% なし 未実施 39％ 実施中 

目標値 50％ 55％ なし 未実施 58％ 50％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・対象者への送付率 

送付数 374 32 401 未実施 254 実施中 

実績 100％ 100％ 100％ 未実施 100％ 100％ 

プ
ロ

セ
ス 

・申込があり検査キットの提出がない場合は、被保険者に委託業者より確認を行った。 

                           

ス
ト
ラ
ク
チ

ャ
ー 

・年度初めに対象者の抽出を行い、対象者をエクセルで管理した。 

・受診者、申込者については委託業者から連絡をもらいエクセルで管理した。 

・予算を確保した。 

・検査器具の送付は業者が行った。 

事
業
全
体
の
評
価 

・忙しくてなかなか健康診断に行けない被保険者も、郵送で簡単に検査ができるため取り組みや

すく、自身の健康と向きあうきっかけになる。 

・検査を行わなくても検査器具の費用がかかる。 

・R1年度の胃がん検診は申込制のため受診率が高かった。 

・一方、申込形式ではなく保険者から対象者に検査器具を送付する場合は、受診率が低くなった。 

・R3年度はがん検診の実施を考えたが、業者と検査料金の折り合いがとれなかった。 

今
後
の
方
向
性 

（考えられる見直しと改善の案） 

・検診内容については、受診状況・結果等を見ながらニーズを把握し検討していく。 

・費用対効果の観点からは、被保険者自身が申し込みをしたが検査を行わなかった場合は、検

査器具代金を返納してもらう等対策が必要。 

（継続等について） 

このまま継続 ・ 多少の見直し必要  ・ 大幅な見直し必要 ・ 継続要検討 

※総合評価：Ａ うまくいった（目標を達成） 

Ｂ ある程度うまくいった（目標は達成できなかったが、目標に近い成果あり） 

Ｃ あまりうまくいかなかった（目標は達成できなかったが、ある程度の効果あり） 

Ｄ まったくうまくいかなかった（効果があるとは言えない） 
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【その他の事業】 

  

これまで記載してきた保健事業の他、当組合で実施している保健事業は下表のとおりです。 

 

事 業 名 実施内容 実  績 

 

 

 

健康情報誌配布 

 

 

疾病予防や健康に関する情報の

普及・啓発を図る 

 

令和3年度：適正受診、健康カレンダー、

フレイルについて 

令和4年度：適正受診、健康カレンダー、

メタボ予防 

 

令和5年度：適正受診、健康カレンダー 

 

 

医療費通知 

【対象者】該当被保険者全員 

（世帯ごとに通知） 

【実施月】年2回（12月、2月） 

※令和3年度、4年度は年3回 

（7月、12月、2月） 

通知書作成は国保連合会に委託 

 

【送付件数】 

令和3年度：1167件 

令和4年度：1153件 

令和5年度：394件（12月分のみ） 

 

 

 

禁煙外来医療費の助成 

 

【対象者】20歳以上の被保険者 

※1人1回限り 

【助成額】禁煙外来治療に要し

た自己負担額全額 

【助成内容】12週間の間に初回

診療を含めて5回の診療を受け

た方 

 

 

 

 

令和5年度から実施 
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第３章 健康・医療情報の分析 

１ 健診の状況 

（１）健診受診率の推移 

    平成30年度～令和4年度の特定健診受診率について、令和2年度は新型コロナウイルス感染症の影響で 

大幅に減少しているが、令和3年度にはコロナ禍前の受診率まで回復している。 

国が定める目標値である70%には到達していない状況である。 

 

【図３－１． 特定健診受診率の推移】 

 

 

（２）メタボリックシンドローム該当者・予備群の割合 

   

令和4年度のメタボリックシンドローム該当者・予備群の判定割合を京都府と比較すると、メタボリックシン 

   ドローム該当者は、当組合：17.6％、府：19.2％と京都府より低い状況ですが、予備群は当組合：15.0％、 

府：11.0％とは高くなっている。 

また、性別でメタボリックシンドローム該当者・予備群の判定割合を京都府と比較すると、男女ともにメタボ 

リックシンドローム予備群が京都府より高くなっている。 

 

【図３－２． メタボリックシンドロームの該当者及び予備群の該当者割合（令和4年度）】 
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（３） 検査結果の状況（特定保健指導判定値以上者の割合） 

    

 男性では BMI と腹囲の該当者割合が府平均より高い傾向となっている。 

血液検査結果では、肝機能（ALT）が府平均より高い状況となっている。脂質については中性脂肪 

や LDL コレステロールが府平均より高くなる年度がある。空腹時血糖も該当者割合が府平均より高い 

傾向であり、平成 30年度 33.2％に比較して令和 4年度は 39.9％と増加している。腎機能（eGFR）は 

府平均より低い状況であるが、年々増加している。 

    血圧については、収縮期血圧は府平均より該当者割合は低くなっているが、平成 30年度に比較す 

ると増加傾向となっている。拡張期血圧は府平均より高い傾向である。 

 

【表３－１． 摂取エネルギーの過剰・内臓脂肪症候群以外の動脈硬化要因 （男性）】 

単位：％ 京都府平均より高い値が黄色網掛け 

男性 摂取エネルギーの過剰・内臓脂肪症候群以外の動脈硬化要因 

項目 
BMI 

（25 以上） 
腹囲 

（85 以上） 
中性脂肪 
(150 以上) 

ALT 
（31 以上） 

HDL 
（40 未満） 

LDL 
(120 以上) 

H30 年度 35.3  4 位 52.4  4 位 27.6  5 位 23.8  8 位 4.2  10 位 49.0  10 位 

R1 年度 35.4  5 位 49.7  6 位 21.9  10 位 24.3  8 位 4.5  8 位 48.6  9 位 

R2 年度 39.8  3 位 56.8  3 位 30.1  3 位 28.2  6 位 8.3  1 位 55.3  5 位 

R3 年度 40.5  3 位 55.9  3 位 27.7  5 位 26.4  7 位 5.9  5 位 54.5  3 位 

R4 年度 35.8  5 位 52.8  5 位 21.2  10 位 25.4  6 位 4.7  9 位 44.0  9 位 

R4 年度 
京都府平均 

31.5    54.8    27.8    21.1    7.9    43.5    

 

      【図3-3 摂取エネルギーの過剰・内臓脂肪症候群以外の動脈硬化要因（男性）】 

         
出典：KDBシステム「厚労省様式5-2 健診有所見者状況（男女別・年代別）」 
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【表３－２． 血管を傷つける・臓器障害（男性）】 

単位：％ 京都府平均より高い値が黄色網掛け 

男性 血管を傷つける・臓器障害 

項目 
空腹時血糖 
(100 以上) 

HbA1c 
(5.6 以上) 

尿酸 
(7.0 超過) 

収縮期血圧 
(130 以上) 

拡張期血圧 
(85 以上) 

eGFR 
（60 未満） 

H30 年度 33.2  7位 59.8  3位 6.6  5位 40.9  6位 30.1  4位 3.8  8位 

R1 年度 31.3  8位 61.1  3位 6.3  4位 40.3  7位 26.0  10位 5.2  8位 

R2 年度 33.0  10位 63.1  1位 10.7  4位 41.3  8位 28.6  7位 9.2  4位 

R3 年度 28.6  11位 58.2  3位 6.8  6位 45.0  5位 32.7  5位 10.0  4位 

R4 年度 39.9  4位 59.6  3位 9.3  3位 44.6  5位 33.2  5位 10.4  5位 

R4 年度 
京都府平均 

31.6    57.9    14.1    49.3    28.2    22.2    

 

【図3-4 血管を傷つける・臓器障害（男性）】 

          

出典：KDBシステム「厚労省様式5-2 健診有所見者状況（男女別・年代別）」 

 

 

 女性では BMIの該当者割合が府平均より高い傾向となっている。腹囲の該当者割合は府平均より 

低い状況であったが、増加傾向であり令和 4年度には府平均を上回った。 

血液検査結果では、空腹時血糖が令和 1年度以降において府平均より高くなっており、該当者割 

合は増加傾向である。腎機能（eGFR）は府平均より低い状況であるが、増加傾向となっている。 

    血圧については、収縮期血圧は府平均より該当者割合は低くなっているが、平成 30年度に比較す 

ると増加傾向となっている。 
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 【表３－３． 摂取エネルギーの過剰・内臓脂肪症候群以外の動脈硬化要因（女性）】 

単位：％ 京都府平均より高い値が黄色網掛け 

女性 摂取エネルギーの過剰・内臓脂肪症候群以外の動脈硬化要因 

項目 
BMI 

（25 以上） 
腹囲 

（90 以上） 
中性脂肪 
(150 以上) 

ALT 
（31 以上） 

HDL 
（40 未満） 

LDL 
(120 以上) 

H30 年度 20.6  2位 14.2  4位 12.3  6位 5.9  10位 0.8  4位 53.4  8位 

R1 年度 20.4  2位 15.6  3位 11.6  4位 8.4  7位 0.8  4位 51.2  9位 

R2 年度 23.5  2位 12.9  4位 14.7  3位 9.4  3位 0.6  6位 51.2  9位 

R3 年度 22.2  1位 16.2  3位 12.6  4位 7.8  10位 1.2  2位 47.9  10位 

R4 年度 20.1  2位 17.5  2位 9.7  8位 5.2  9位 0.6  6位 44.2  9位 

R4 年度 
京都府平均 

17.8    17.2    15.4    8.2    1.3    50.5    

 

 

 【図３－５． 摂取エネルギーの過剰・内臓脂肪症候群以外の動脈硬化要因（女性）】 

 

出典：KDBシステム「厚労省様式5-2 健診有所見者状況（男女別・年代別）」 
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【表３－４． 血管を傷つける・臓器障害（女性）】 

                 単位：％ 京都府平均より高い値が黄色網掛け 

女性 血管を傷つける・臓器障害 

項目 
空腹時血糖 
(100 以上) 

HbA1c 
(5.6 以上) 

尿酸 
(7.0 超過) 

収縮期血圧 
(130 以上) 

拡張期血圧 
(85 以上) 

eGFR 
（60 未満） 

H30 年度 16.6  6位 53.4  3位 0.8  4位 28.9  4位 14.6  3位 4.0  8位 

R1 年度 22.0  4位 58.4  2位 0.4  5位 26.0  6位 12.4  7位 6.4  4位 

R2 年度 21.2  4位 55.3  1位 1.2  2位 30.0  5位 15.9  3位 9.4  2位 

R3 年度 22.8  4位 53.9  3位 0.6  5位 32.9  6位 18.0  4位 6.0  7位 

R4 年度 23.4  3位 59.1  1位 0.0  7位 33.1  3位 12.3  11位 9.7  2位 

R4 年度 
京都府平均 

19.4    55.3    1.8    44.4    17.0    20.5    

 

 

【図３－６． 血管を傷つける・臓器障害（女性）】 

          

出典：KDBシステム「厚労省様式5-2 健診有所見者状況（男女別・年代別）」 

   

   

（４） 生活習慣の状況（質問票調査状況の割合） 

   

男性の生活習慣について見てみると、運動習慣がない状況がうかがえる。食生活では、夕食の時間が 

遅い、朝食を欠食する、間食（毎日）が多い状況となっている。朝食を欠食する割合が増加している。 

飲酒については、毎日飲酒する割合は少ないものの1日飲酒量（2～3合）の割合は府平均より高い傾向 

   である。 

  睡眠については、睡眠不足の割合が多くなっている。 
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【表３－５． 質問票調査の状況（男性）】      

         単位：％ 京都府平均より高い値が黄色網掛け 

項目 喫煙 
20 歳時体重から 

10kg 以上増加 

1回 30分以上の 

運動習慣なし 

1日 1 時間以上

運動なし 
歩行速度遅い 

咀嚼 

（かみにくい） 

H30 年度 29.7  6位 37.1  10位 63.0  7位 42.7  11位 39.6  7位 15.9  4位 

R1 年度 26.4  6位 37.9  11位 66.3  6位 41.8  11位 40.0  8位 14.8  6位 

R2 年度 23.3  6位 42.6  8位 63.6  6位 43.9  11位 37.6  11位 18.1  4位 

R3 年度 19.5  7位 39.6  10位 65.5  8位 51.8  9位 44.3  4位 14.3  6位 

R4 年度 20.7  8位 37.2  10位 64.2  8位 39.8  11位 39.6  10位 18.8  4位 

R4 年度 
京都府平均 

23.6    45.0    56.7    50.8    48.1    21.1    

 

 

項目 
咀嚼 

（ほとんどかめ

ない） 

週 3 回以上就寝

前夕食 

朝昼夕 3食以外

の間食や 

甘い飲み物 

（毎日） 

朝昼夕 3食以外

の間食や 

甘い飲み物 

（時々） 

週 3 回以上朝食

を抜く 

飲酒頻度 

（毎日） 

H30 年度 1.1  3位 36.7  5位 20.1  4位 47.8  9位 22.8  4位 45.1  6位 

R1 年度 0.7  5位 38.3  5位 17.6  7位 53.8  5位 24.1  3位 43.0  6位 

R2 年度 0.5  8位 40.0  3位 16.4  8位 54.9  2位 25.2  5位 42.6  7位 

R3 年度 1.4  4位 36.1  6位 19.3  2位 55.6  2位 27.1  5位 40.6  7位 

R4 年度 0.5  6位 35.6  7位 20.3  3位 54.8  3位 27.1  5位 40.4  7位 

R4 年度 
京都府平均 

1.2    22.9    16.3    54.6    13.9    43.1    

 

 

項目 
1 日飲酒量 

（1合未満） 

1 日飲酒量 

（1～2合） 

1 日飲酒量 

（2～3合） 

1 日飲酒量 

（3合以上） 
睡眠不足 

H30 年度 38.9  8位 38.9  1位 18.1  5位 4.2  10位 37.9  3位 

R1 年度 46.9  4位 31.4  6位 17.1  7位 4.0  9位 37.6  3位 

R2 年度 47.2  3位 34.6  4位 13.8  10位 4.4  9位 40.5  1位 

R3 年度 46.6  3位 32.5  7位 20.2  5位 0.6  10位 33.9  2位 

R4 年度 42.1  5位 37.9  4位 16.6  5位 3.4  9位 38.5  3位 

R4 年度 
京都府平均 

48.9    31.4    14.7    5.0    24.5    

 

出典：KDBシステム「質問票調査の状況」 
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【図３－７． 質問票調査の状況（男性）】 

 

 

女性の生活習慣について見てみると、喫煙の割合が多くなっている。また、20歳時からの体重増加が10ｋｇ 

以上の者の割合が多くなっている。 

運動習慣がない状況がうかがえ、歩行速度も遅い傾向となっている。 

食生活では、夕食の時間が遅い、朝食を欠食する、間食（毎日）が多い状況となっており、朝食を欠食する 

割合は増加傾向である。 

飲酒については、毎日飲酒する割合が多く、1日飲酒量（3合以上）の割合は府平均より高い傾向である。 

 睡眠については、睡眠不足の割合が多くなっている。 

 咀嚼（ほとんど噛めない）の割合が高い状況である。 

 

【表３－６． 質問票調査の状況（女性）】 

                    単位：％ 京都府平均より高い値が黄色網掛け 

項目 喫煙 
20 歳時体重から 

10kg 以上増加 

1回 30分以上の 

運動習慣なし 

1日 1 時間以上

運動なし 
歩行速度遅い 

咀嚼 

（かみにくい） 

H30 年度 8.3  6位 32.0  3位 77.4  2位 49.4  9位 51.2  3位 11.2  10位 

R1 年度 9.2  5位 30.9  5位 73.9  6位 48.2  9位 50.2  4位 13.9  5位 

R2 年度 10.6  4位 32.9  4位 75.9  3位 51.2  9位 50.9  4位 12.0  5位 

R3 年度 9.6  5位 25.8  6位 74.3  5位 50.9  10位 52.1  5位 13.3  4位 

R4 年度 8.4  7位 29.5  5位 72.7  8位 46.8  10位 47.4  7位 13.8  3位 

R4 年度 
京都府平均 

6.3    25.1    60.2    49.9    50.5    17.7    
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項目 
咀嚼 

（ほとんどかめ

ない） 

週 3 回以上就寝

前夕食 

朝昼夕 3食以外

の間食や 

甘い飲み物 

（毎日） 

朝昼夕 3食以外

の間食や 

甘い飲み物

（時々） 

週 3 回以上朝食

を抜く 

飲酒頻度 

（毎日） 

H30 年度 0.4  5位 20.8  6位 33.2  8位 54.4  3位 15.4  3位 19.1  6位 

R1 年度 0.8  2位 26.1  3位 32.4  7位 51.5  6位 12.0  5位 17.7  7位 

R2 年度 0.6  3位 20.0  6位 23.6  10位 60.6  1位 10.6  6位 18.2  8位 

R3 年度 1.2  1位 15.6  5位 34.0  4位 53.1  5位 14.4  4位 17.6  8位 

R4 年度 1.4  1位 19.5  7位 32.6  8位 50.7  6位 18.8  4位 16.0  9位 

R4 年度 
京都府平均 

0.4    10.9    30.8    55.0    8.3    14.2    

 

項目 
1 日飲酒量 

（1合未満） 

1 日飲酒量 

（1～2合） 

1 日飲酒量 

（2～3合） 

1 日飲酒量 

（3合以上） 
睡眠不足 

H30 年度 71.7  6位 20.7  6位 6.9  4位 0.7  10位 40.1  2位 

R1 年度 75.5  4位 18.7  8位 4.5  6位 1.3  8位 43.7  2位 

R2 年度 73.2  5位 18.6  7位 6.2  5位 2.1  4位 36.5  2位 

R3 年度 65.2  8位 27.2  3位 5.4  6位 2.2  4位 36.6  2位 

R4 年度 66.0  8位 26.8  4位 6.2  6位 1.0  7位 32.7  8位 

R4 年度 
京都府平均 

81.5    13.9    3.5    1.1    27.3    

出典：KDBシステム「質問票調査の状況」 

【図３－８． 質問票調査の状況（女性）】 
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２ 医療費の状況 

（１）総医療費及び一人当たり医療費 

    総医療費は減少していますがその要因としては、被保険者数の減少が考えられる。 

     入院と外来の医療費を見てみると、入院・外来とも減少していますが、外来医療費の減少率が大きく 

なっていることが総医療費の減少に影響している。 

  一人当たり医療費は、府や国平均より少ないが、令和4年度は同規模（国保組合平均）より高くなって 

いる。 

【表３－７． 総医療費】 

  平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

総医療費 307,631 千円 282,594 千円 193,769 千円 201,782 千円 213,084 千円 

増加率 

（平成 30 年度比） 
- -8.1% -37.0% -34.4% -30.7% 

 

  平成 30 年度 令和元年度 令和 2 年度 令和 3 年度 令和 4 年度 

医科（入院） 80,238 千円 86,254 千円 50,205 千円 67,419 千円 75,470 千円 

増加率 

（平成 30 年度比） 
- 7.5% -37.4% -16.0% -5.9% 

医科（外来） 227,393 千円 196,340 千円 143,564 千円 134,364 千円 137,614 千円 

増加率 

（平成 30 年度比） 
- -13.7% -36.9% -40.9% -39.5% 

出典：KDBシステム「同規模保険者比較」 

 【図３－９ 一人当たり年間医療費の推移（医科）】 

  
出典：KDBシステム「健診・医療・介護データからみる地域の健康課題」 

※1人当たり医療費に12を乗じて算出 

 

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度

食品国保 175,356 165,252 139,620 180,144 202,068

京都府 309,492 320,076 309,636 328,464 336,516
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（２）大分類別医療費の状況 

 

   入院では、循環器疾患の医療費割合が令和 2年度を除いて第 1位となっている。循環器疾患は、令和 1 

年度は 22.2%であったが医療費割合は増加傾向であり、令和 4年度は 25.9％となっている。 

   また、循環器疾患以外では、筋骨格と新生物が上位に位置する傾向となっている 

 

 【図3-10 疾病分類別（大分類）医療費割合（入院）】 
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13.7%
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   外来医療費では、令和 1年度から 4年間連続して「糖尿病」や「脂質異常症」が含まれる内分泌が第 1位 

となっている。また、内分泌の割合は令和 1年度の 13.9％であったが、令和 4年度 16.7％に増加している。 

第 2位は、令和 2年度以降は循環器疾患となっている。筋骨格も上位に位置する傾向である。 

   

【図３－１１． 疾病分類別（大分類）医療費割合（外来）】 

令和 1年度                              令和 2年度 

  
  

令和 3年度                              令和 4年度 
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7.0%

尿路性器, 

6.8%

新生物, 
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（２）生活習慣病に関する疾病別医療費 

 

    脳血管疾患及び心疾患に関する入院医療費について見てみると、心筋梗塞が府平均より高くなる 

傾向がある。 

 糖尿病、高血圧症及び脂質異常に関する外来医療費は、高血圧症と脂質異常症が府平均に近い 

医療費となっており、糖尿病の医療費は増加傾向となっている。 

 

【図３－12． 疾患別一人当たり年間医療費（入院）】 

 

 

【図３－12． 疾患別一人当たり年間医療費（外来）】 

 
                                出典：KDBシステム「疾病別医療費分析（生活習慣病）」 

                            ※各年度の３月末日時点の被保険者数より算出                          
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（３）細小分類の上位 10位の医療費 

  

ＫＤＢシステムにおける細小分類の上位 10位の医療費では、平成 30年度～令和 4年度において 

糖尿病・高血圧症・脂質異常症及び関節疾患が 5位以内となっている。糖尿病は 2位以下で推移して 

いたが、令和 4年度は 1位となっている。 

    令和 3年度と 4年度については生活習慣病が重症化した脳梗塞、狭心症や心筋梗塞が 10位 

   以内に含まれている。 

 

【表３－８． ＫＤＢ医療費分析細小分類表（入院＋外来（％）） 

   

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

          

 

 

 

 

 

 

 

 

※全体の医療費（入院＋外来）を 100％として計算 

 

 

 

 

 

順位 傷病名 数値

1 肺がん 6.1

2 糖尿病 5.2

3 高血圧症 4.8

4 脂質異常症 3.7

5 関節疾患 3.4

6 C型肝炎 2.7

7 乳がん 2.7

8 不整脈 2.2

9 狭心症 2.2

10 慢性腎臓病 1.8

入院＋外来（％）

平成30年度

順位 傷病名 数値

1 関節疾患 6.5

2 高血圧症 5.2

3 糖尿病 4.7

4 不整脈 4.1

5 脂質異常症 3.6

6 肺がん 3.3

7 慢性腎臓病（透析あり） 3.2

8 骨折 2.6

9 統合失調症 1.8

10 間質性肺炎 1.7

入院＋外来（％）

令和1年度

順位 傷病名 数値

1 関節疾患 7.9

2 糖尿病 5.4

3 高血圧症 4.8

4 脂質異常症 4.5

5 不整脈 3.7

6 白血病 3.2

7 心筋梗塞 2.7

8 統合失調症 2.2

9 脳梗塞 1.9

10 膀胱がん 1.5

入院＋外来（％）

令和3年度

順位 傷病名 数値

1 糖尿病 4.9

2 高血圧症 4.3

3 脂質異常症 3.7

4 脳梗塞 3.0

5 関節疾患 2.7

6 気管支喘息 2.1

7 狭心症 2.1

8 間質性肺炎 1.9

9 不整脈 1.7

10 卵巣腫瘍（悪性） 1.7

入院＋外来（％）

令和4年度

順位 傷病名 数値

1 高血圧症 6.3

2 関節疾患 6.2

3 糖尿病 5.3

4 脂質異常症 4.6

5 統合失調症 2.7

6 骨折 2.4

7 不整脈 2.0

8 気管支喘息 1.9

9 うつ病 1.3

10 子宮筋腫 1.2

入院＋外来（％）

令和2年度
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第４章 健康課題 

 

男女ともにメタボリックシンドローム予備群の該当者割合が多い。 

 

男女とも、運動習慣がない、食生活では夕食の時間が遅い、朝食を欠食する、間食（毎日）が多い 

状況となっており、朝食を欠食する割合は増加している。これらの生活習慣は肥満やメタボリックシン 

ドロームや血糖値が上昇する要因でもあり、生活習慣の改善につながる取り組みが必要であると考え 

る。 

対策：生活習を改善し、メタボリックシンドローム該当者及び予備群を減少させるためには、引き続 

き特定健診受診率を向上させ、特定保健指導による取り組みを推進する。 

 

 

糖尿病医療費が増加傾向である。 

 

糖尿病に関する外来医療費は増加傾向であり、特定健診結果では、空腹時血糖値が保健指導 

判定値を超える者の割合が多くなっており、糖尿病の重症化予防の取り組みが重要である。 

対策：特定健診結果で必要な者に対する医療機関受診勧奨を行い、糖尿病重症化を予防する。 

    被保険者に対する糖尿病に関する普及啓発活を行う。 

 

 

入院医療費では循環器疾患の割合が高い傾向である。 

 

   令和 3年度と 4年度については生活習慣病が重症化した脳梗塞、狭心症や心筋梗塞の医療費 

割合が高くなっている。また、飲酒量や女性の喫煙習慣の割合が多い等の課題があり、睡眠不足の 

割合も多く、血圧上昇の要因となる生活習慣が見られ、血液検査結果では、肝機能（ALT）、中性脂 

肪や LDL コレステロールが府平均より高い状況となっている。これらのことから、生活習慣の改善に 

つながる効果的な特定保健指導の実施が重要と考える。また、生活習慣病の重症化を予防するため 

早期発見・早期治療につなげる取り組みも必要であると考える。 

   対策：特定保健指導の実施率を向上させる。 

検査結果で受診勧奨判定値の者への医療機関受診勧奨を行う。 

 

 

一人当たり医療費は増加傾向である。 

  

  一人当たり医療費は同規模平均より高く増加傾向となっており、医療費適正化の取り組み 

が必要である。 

 対策：適正服薬及び後発医薬品使用促進等に取り組む。 
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第５章 データヘルス計画（保健事業全体）の目的・目標 

１．全体の目的 

目  的 指標・目標 

A 
生活習慣病予防の取り組みにより、メタボ該

当者の減少を目指す 

特定健康診査の結果におけるメタ

ボ該当者割合 13％ 

B 
糖尿病重症化予防の取組みにより、新規人工

透析導入者の減少を目指す 

糖尿病を起因とする新規人工透析

導入者数 1名 

C 
生活習慣病の予防、適正服薬、後発医薬品の

利用促進等により医療費の適正化を図る 

後発医薬品普及率を 80％以上にす

る。 

 

２．全体目的を達成するための小目的   

関連する 

全体目的 
小 目 的 個別保健事業 

A 

 

特定健診の受診率を向上させる 

 

特定健診未受診者対策 

A 

 

特定保健指導の実施率を向上させる 特定保健指導未利用者対策 

C 適正服薬を推進する 重複服薬通知事業 

C 後発医薬品の利用促進を図る 後発医薬品通知事業 

B・A 糖尿病診断基準に該当する者の重症

化を予防する 

特定健診 

糖尿病重症化予防事業 

健康教室 

健康パンフレットの配布 

A 健診結果で受診勧奨判定値の者を早

期に医療機関につなげることで生活

習慣病の重症化を予防する 

生活習慣病重症化予防事業（医

療機関未受診者対策） 

A 生活習慣を見直すことによりメタボ

を予防する 

特定保健指導 

健康教室 

A・C がん検診の受診率を向上させる 郵送がん検診の実施 

A・C 健康意識の向上を図る 各種予防接種補助事業 

医療費通知 
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第６章 第４期特定健康診査等実施計画 

 

１． 目標値 

第 4期における特定健診及び特定保健指導の実施率について、基本指針に基づき下記のとおりの目

標とする。 

 

 

２． 特定健康診査等の対象者数 

（１） 特定健診の対象者数  

 

（２）特定保健指導の対象者数  

 

 

 

３． 実施方法等 

（１） 特定健康診査 

① 実施対象者 

特定健康診査の対象者は、特定健康診査の実施年度中に 40～74歳となる者で、本国保組合

に加入している者である。 

 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

特定健診 53 ％ 55％ 60％ 65％ 68％ 70％以上 

特定保健指導 10％ 15％ 19％ 21％ 25％ 30％以上 

 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

40

～64

歳 

対象者数 446人 427人 425人 419人 415人 406人 

実施者数 247人 245人 266人 282人 294人 296人 

65

～74

歳 

対象者数 191人 183人 182人 179人 177人 174人 

実施者数 91人 91人 98人 107人 109人 110人 

積極的支援 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

対象者数 25人 23人 21人 18人 15人 13人 

実施者数 2人 3人 3人 3人 3人 4人 

動機付け支援 令和 6 年度 令和 7 年度 令和 8 年度 令和 9 年度 令和 10 年度 令和 11 年度 

対象者数 30人 28人 26人 23人 20人 18人 

実施者数 4人 5人 6人 6人 6人 6人 
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② 実施体制 

保険者協議会において選出された県別契約代表者に委任状を提出し、契約代表者が医師会と

の間で集合契約を締結する。 

 

③ 実施時期 

4月上旬から 9月末までを実施期間とするが、特定健康診査の法定項目を含有した半日人

間ドック・ミニドックの実施期間については 12月末までを期日とする。 

 

④ 実施項目 

  「標準的な健診・保健指導プログラム（令和 6年度版）」に記載されている健診項目とす 

る。 

【基本的な健診項目】 

ａ）標準的な質問票 

ｂ）自覚症状・他覚症状 

ｃ）身体計測（身長・体重・腹囲・ＢＭＩ） 

ｄ）血圧 

ｅ）肝機能（ＡＳＴ（ＧＯＴ）・ＡＬＴ（ＧＰＴ）・γ-ＧＴ（γ－ＧＰＴ）） 

ｆ）血中脂質検査（空腹時中性脂肪（やむを得ない場合には随時中性脂肪）・ＨＤＬコレステ 

         ロール・ＬＤＬコレステロール又はＮｏｎ-ＨＤＬコレステロール） 

ｇ）血糖検査（空腹時血糖又はＨｂＡ１ｃ（やむを得ない場合は随時血糖）） 

ｈ）尿検査（尿糖・尿蛋白） 

 

【詳細な健診の項目】 

一定の基準のもと、医師が必要と判断した場合に選択的に実施する。 

ａ）心電図検査 

ｂ）眼底検査 

ｃ）貧血検査（赤血球数・ヘモグロビン値・ヘマトクリット値） 

ｄ）血清クレアチニン検査（ｅＧＦＲによる腎機能の評価を含む） 

 

⑤ 特定健康診査以外の健診受診者のデータ収集方法 

労働安全衛生法、その他の法令に基づく特定健康診査に相当する健康診断等を受診した者に

ついては、その健康診断の内容のうち特定健康診査の全部または一部を行ったものとするた

め、当組合での実施が不要となる。このため、受診結果を書面で提出してもらう等、受診結果

を収集するために事業主等との協議調整や、本人への書面提出を依頼する等収集に努める。 

    また、人間ドック他各種健康診査を、特定健康診査の法定項目を含有する形で受診した場合

も、特定健康診査に代えて実施したものとする。 

 

⑥ 受診方法 

指定された期間内に受診券及び保険証を持参の上、指定された医療機関等で受診することと

する。 
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⑦ 自己負担額 

   特定健康診査に係る自己負担額は無料とする。 

 

⑧ 受診率向上の対策 

    毎年 3月・7月に開催する定例理事会並びに組合会において協力を要請し、4月・8月に発行

する広報誌である食品国保掲示板で周知する。 

 

⑨ 周知・案内方法 

特定健康診査対象者には、毎年、受診開始年月日に特定健康診査受診券と特定健康診査の案

内、実施医療機関名簿等、各種案内を組合員世帯毎に送付し、健診の必要性を周知し受診啓発

を行っている。また、ホームページや広報誌である食品国保掲示板においても、組合が実施す

る保健事業等を掲載しさらなる周知・啓発を行う。 

 

⑩ 特定健康診査データの保管及び管理方法 

特定健康診査データは、原則として特定健康診査を受託する医療機関が、国の定める電子的 

   標準方式により、京都府国民健康保険団体連合会（以下「国保連」という。）へ提出する。 

なお、特定健康診査以外の健診を受診した者から収集した特定健康診査の結果データについ 

ては、当組合が国の定める電子的標準様式により、国保連にデータを提出する。 

特定健康診査に関するデータは、5年間保存とし、国保連に管理及び保管を委託する。 

 

（２） 特定保健指導 

① 実施体制 

 当組合と契約を交わした保健指導実施機関に委託して実施する。 

 

② 実施時期 

 基本的に年度末までに実施するが、実施年度の翌年の法定報告までに終了するよう実施す

る。 

 

③ 実施内容 

実施内容は、「標準的な健診・保健指導プログラム」第 3編第 3章に記載されている内容

とする。実施にあたっては、対象者の利便性を考慮し ICTを活用する。 

保健指導とは、対象者が自らの生活習慣における課題に気付き、自らの意志による行動変

容やセルフケア（自己管理）を目的として行い、それによって健康課題を改善し、健康的な

生活を維持できるよう、必要な情報の提示と助言等の支援を行うことである。 

なお、特定保健指導では、対象者の保健指導の必要性ごとに「情報提供」、「動機付け支 

援」、「積極的支援」に区分し、各保健指導の目標を明確化した上で、サービス等を提供す

る。 

 

④ 特定保健指導のための選定・階層化 

 特定保健指導の対象者は特定健康診査の結果をもとに内臓脂肪の蓄積の状況とリスク要因

の数によって、情報提供、動機付け支援、積極的支援に選定・階層化する。 
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  [ステップ 1] 

(1)腹囲 男性 85cm 以上、女性 90cm以上 

(2)腹囲 男性 85cm 未満、女性 90cm未満 かつ BMI25kg/㎡ 

[スッテプ 2] 

ａ）血糖 空腹時血糖 100mg/dl以上又は、HbA1cの場合 5.6%以上【NGSP値】 

（薬剤治療を受けていない場合(質問票より)） 

ｂ）脂質 中性脂肪 150ｍｇ/dl以上又は、HDLコレステロール 40mg/dl未満 

（薬剤治療を受けていない場合(質問票より)） 

ｃ）血圧 収縮期 130mmHg以上又は、拡張期 85mmHg以上 

（薬剤治療を受けていない場合(質問票より)） 

 

     特定保健指導の階層化は[ステップ 1]の該当者の内、[ステップ 2]に該当するａ～ｃのリス

ク数によって行う。 

 

※前期高齢者(65 歳以上 75歳未満)については、予防効果が多く期待できる 65歳までに、特

定保健指導が行われていていると考えられることと、日常生活動作能力、運動機能などを踏

まえ、QOLの低下に配慮した生活習慣の改善が重要であること等の理由から、積極的支援の

対象となった場合でも動機づけ支援とする。 

 

⑤ 指導方法 

指定された期間内に指定された場所、方法により指導を実施する。 

 

⑥ 自己負担額 

 特定保健指導に係る自己負担額は無料とする。 

 

⑦ 実施率向上のための対策 

 3 月・7 月の年 2 回開催する定例理事会並びに組合会において協力を要請し、4 月・8 月に

発行する広報誌である食品国保掲示板で周知する。 

 

⑧ 周知・案内方法 

ア）特定保健指導の開始 

階層化された特定保健指導の対象者に電話勧奨にて指導の必要性を周知する。特定保健

指導利用者に利用券を交付し指導を開始する。また、各種パンフレット等で特定保健指導
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の必要性について意識啓発を図る。さらにホームページや広報誌の食品国保掲示板等によ

って意識啓発を行う。 

また、健診日当日に階層化が把握できる健診機関については、積極的に指導を実施する

よう健診機関との連携を図る。 

イ）利用勧奨  

  委託業者の専門職員にて電話勧奨を行う。 

 

⑨ 特定保健指導データの保管及び管理方法 

特定保健指導のデータは、原則として特定保健指導実施機関が、国の定める電子的標準様

式により、国保連へデータを提出する。 

特定保健指導に関するデータは、5年間保存とする。 

 

４．  年間スケジュール 

 前年度 当年度 翌年度 

 1～3 月 4～6 月 7～9 月 10～12月 1～3 月 4～6 月 7～9 月 

周知・案内        

受診券発券・案内        

特定健康診査        

人間ドック・ミニ

ドック 
       

利用券発券・案内        

特定保健指導        

事業評価・報告        

事業の見直し        

  

 

 

 

 

（9月末） 

周知・案内（適宜、継続して実施） 

一括交付（案内）随時、再発行 

（3月末） 

速報値（仮評価） 事業評価・法定報告 

対象者出現時、随時、発券・案内 

評価結果に伴う計画の見直し、次年度計画の策定 

（12 月末） 
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第７章 個別保健事業計画 

【事業名： 特定健康診査   】   

事業目的：特定健康診査の受診率向上をはかり、メタボリックシンドロームや予備群を減少させ生活習慣

病を予防し、総医療費を抑制する。 

事業内容：40歳から 74歳の被保険者に対して受診勧奨を行い、健診内容は、特定健診・半日人間ドック・

ミニドックから選択して受診する。 

パンフレット類や受診に関する勧奨は、年度当初(4月)に受診券と共に送付する。 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目 標 値 

策定時  
R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

受診率 

354 受診者 338 336 364 389 403 406 

685 対象者 637 610 607 598 592 580 

51.7％ 目標値 53％ 55％ 60％ 65％ 68％ 70％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

特定健診対象者

への通知率 
100％ 目標値 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 

プ
ロ
セ
ス 

・毎年 4月に特定健診対象者のエクセルを作成し、受診者・未受診者を抽出する。 

・パンフレット類、受診に関する勧奨は、年度当初に受診券と共に対象者全員に送付する。 

・ホームページにも健診受診に関する案内や、人間ドックのキャンペーン等を掲載する。 

・毎年 9月頃に再度、受診勧奨の案内を事業所に送付する。 

・事業全体をスケジュールどおり実施する。 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・未受診者へのアプローチは窓口においても職員が勧奨を行う。 

・予算を確保する。 

・関係機関との連携を図る。（委託先） 
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【事業名： 特定保健指導   】   

事業目的：特定保健指導の利用率の向上をはかり、特定保健指導の対象者を減少させ生活習慣病を予防す

る。 

事業内容：アウトソージングにより、対象者に利用勧奨(電話勧奨)を実施。人間ドック受診での対象者に

ついては、一部の健診機関で健診日当日に利用勧奨を積極的に行う。 

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目 標 値 

策定時 
 R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

保健指導の実施率 

2 利用者 6 8 9 9 9 10 

47 対象者 55 51 47 41 35 31 

4.2％ 目標値 10％ 15％ 19％ 21％ 25％ 30％以上 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

保健指導の 

利用勧奨率 
100％ 目標値 70％ 72％ 75％ 78％ 80％ 85％ 

プ
ロ
セ
ス 

・毎年 4月に特定健診対象者エクセルを作成し、健診受診者済みで指導対象者を管理する。 

・特定保健指導対象者全員に利用券を送付する。 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・委託業者が利用勧奨(電話勧奨)を行う。 

・健診機関が利用勧奨を行う。 
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【事業名： 糖尿病重症化予防  】   

事業目的： 特定健診の結果から、糖尿病で治療が必要な人を適切に治療につなげ、重症化を防ぐ。 

事業内容： 未治療者の対象者は、KDBから健診結果で、空腹時血糖(mg/dl)126以上、HbA1c(％)6.5以

上、随時血糖(mg/dl)200以上の何れかに該当する者で、糖尿病で通院をしていない者を抽出

する。中断者の対象者は、国保連合会に委託し、国保連合会のシステムから糖尿病治療薬剤

名等で、過去に治療していたが直近 6ヶ月以上受診歴のない者を抽出する。対象者には「京

都府糖尿病性腎症重症化予防連絡票」と啓発リーフレットを送付し、連絡票の返信の無い者

は電話にてフォローする。 

 

 

 

 

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目 標 値 

策定時 
 R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

通知者の 

受診率 

50％ 目標(未) 55％ 57％ 60％ 63％ 65％ 70％ 

該当者

なし 
目標(中) 55％ 57％ 60％ 63％ 65％ 70％ 

HbA1c6.5 

以上者の割合 

(通知対象者/

特定健診受診

者) 

1.1％ 
目標 

(未・中) 
1％ 0.8％ 0.7％ 0.6％ 0.5％ 0.4％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

未受診者へ 

の受診勧奨 
50％ 

目標 

(未・中) 
55％ 60％ 70％ 75％ 80％ 85％ 

プ
ロ
セ
ス 

・対象者を適切に抽出できる。 

・適切な時期に受診勧奨を実施できる。 

・事業全体をスケジュール通り実施する。 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・予算を確保する。 

・人員を確保する。 
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【事業名： インフルエンザ予防接種事業  】 

事業目的：ウィルスの感染予防や感染後の重症化を防止し、総医療費の抑制をはかる。 

事業内容：被保険者全員を対象に、年度内 1人 1回上限 2,000円までの助成を行う。但し、特定健診対象

世帯は、健診を受診された世帯に限る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目 標 値 

策定時 
R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

・接種率 

接種者数 153 145 140 135 130 125 120 

平均被保険者数 958 889 844 801 761 723 687 

接種割合 16% 16.3% 16.6% 16.7% 17.1% 17.3% 17.5% 

プ
ロ
セ
ス 

・毎年 9月にインルエンザ予防に関するパンフレットと申請書を全世帯に送付する。 

・ホームページにインフルエンザ予防接種費用助成の案内、申請書を掲載する。 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・毎年 10月～翌年 2 月末日を申請期間として実施し、事業担当者が申請者をエクセルで管理する。 
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【事業名： 後発医薬品差額通知  】   

事業目的：後発医薬品の利用促進により、被保険者の調剤自己負担額の軽減、総医療費の削減及び適正化

をはかる。 

事業内容：後発医薬品に切り替えた際の差額を記載した差額通知書を、対象の被保険者に送付する。通知

対象は、1薬剤あたり 300円以上、投与期間が 14日以上の場合で 30歳以上の被保険者とする。

また、差額通知書の作成は年 4回、国保連合会に委託している。 

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目 標 値 

策定時  
R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

普及率を最終評

価で 80％以上に

する。 

80％ 目標値 75％ 75％ 76％ 77％ 78％ 80％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

差額通知数(送

付時に資格喪失

している被保険

者は除く) 

100% 実績 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

プ
ロ
セ
ス 

・差額通知書による切り替え状況を把握する。 

・後発医薬品利用促進希望カードやシール、普及促進のリーフレット等を配布する。 

・後発医薬品についての情報提供が適切にできる。 

・事業全体をスケジュールどおり実施する。 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・予算やマンパワーに見合った対象者の抽出や取組を行う。 

・人員を確保する。 

・委託にて実施する。 
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【事業名： 重複服薬通知事業  】   

事業目的：副作用や中毒の恐れのある重複処方の受診者に対し通知を行い、適切な受診や服薬を促し健康

上の悪影響を防ぐ。 

事業内容：同一月に 2以上の医療機関から、同一薬効の医薬品を 2か月連続して処方されている被保険者

を対象に実施する。対象者の抽出は、国保連合会に委託する。 

 

評価

項目 
評価指標 

ﾍﾞｰｽﾗｲﾝ 目 標 値 

策定時  
R6 

年度 

R7 

年度 

R8 

年度 

R9 

年度 

R10 

年度 

R11 

年度 

ア
ウ
ト
カ
ム 

重複服薬状

況の改善率 

100％ 

(対象者がいな

かったため) 

目標値 50％ 50％ 50％ 50％ 50％ 50％ 

ア
ウ
ト
プ
ッ
ト 

対象者に対

する通知文

書送付率 

100% 実績 100% 100% 100% 100% 100% 100% 

プ
ロ
セ
ス 

・差額通知書による切り替え状況を把握する。 

・後発医薬品利用促進希望カードやシール、普及促進のリーフレット等を配布する。 

・後発医薬品についての情報提供が適切にできる。 

・事業全体をスケジュールどおり実施する。 

ス
ト
ラ
ク
チ
ャ
ー 

・予算やマンパワーに見合った対象者の抽出や取組を行う。 

・人員を確保する。 

・委託にて実施する。 
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第８章 計画の評価・見直し 

個別保健事業計画については、毎年度事業評価を行います。計画全体については計画期間の中間年度

（令和 8年度）に、事業の進捗状況の確認及び中間評価を行います。 

なお、事業評価については必要に応じて関係者とともに行い、評価内容については、翌年度以降の保健事

業に役立てる。 

 

 

第９章 計画の公表・周知 

 本計画はホームページに掲載すると共に、広報誌で周知する。 

 

 

第 10章 個人情報の取扱い 

当組合の個人情報保護に関する規定を遵守する。 

個人情報保護に関する法律（平成 15年法律第 57号）等の関連法及びこれに基づく「国民健康保険組合に

おける個人情報の適切な取扱いのためのガイダンス」（平成 29年 4月 14日発出）に基づき個人情報の漏洩

防止に最新の注意を払う。 

 

 

 

 


